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本研究では、戦後に大々的に展開された生産性向上運動を、戦前及び戦時中との連続面に注意しながら、
経営史的視点から再検討した。ここにいう経営史的視点とは、企業活動の革新、すなわちここでは生産性
向上の担い手の主体的な役割を重視する見方である。
本研究によって明らかにされた成果の概要は、以下の通りである。
1 .戦時中の航空機生産と能率運動
(1)航空機生産の2事例
戦時中、重要産業とされた日本の航空機生産は、アメリカの規模と効率にはとうてい及ぶべくもなかっ
た。非効率の要因は多々あげられる。なんといっても、必要な資材が限定されていたことが最大の要因で
あった。さらにいわゆる「墨」と「錨」の抗争、すなわち陸軍と海軍の聞でお互いに他方を敬遠する姿勢
があったことは、生産システムの効率を引き下げるマイナスの要因であった。同一あるいは閉じタイプの
エンジンや機体も、陸軍用と海軍用とでは、同一企業の別工場で製造された。さらに、機体、エンジン、
プロペラなどによって、生産システムはさらに細分化された。
こうした悪条件のなかにあっても、政府の重点施策と生産主体の自主的努力によって、生産性の向上が
はかられた(1)。たとえば中島飛行機武蔵野製作所では、戦前の作業体系の整備を基盤に、佐久間一郎
技師が中心となって、コンベヤー・システムの導入による内部生産システムの大幅な改革を断行した。そ
うしたなかで、'従業員の生産性向上のためのアイデアを吸収する制度も用意されていた。
これは、物的な資源の制約下にあって、残る可能性を人的資源にもとめた一面であったともいえよう。
他方J協力工場への外注システムの構築も進展した。その連携は、組立メーカーを頂点とする一元的な構
造ではなく、多元的な発注・受注関係による弾力的かつ緩やかな関係であったが、いずれにせよ、内部生
産システムの効率追求のためにも、そうした外部生産システムの効率向上の施策もあわせて実施されたの
である。
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他方、三菱重工業名古屋航空機製作所第2工作部では、工程管理の見直しゃ、機体の分割生産方式及び
タクト・システムの採用、さらには部品供給との連動をはかりながら生産性の向上に努めた (2)。この
事例の検討によって、おおむね次の諸点が明らかにされた。
まず第1に、昭和初期から航空機の増産体制の整備が強化されてゆくなかで、あらたな工場生産体制と
職場編成が実施に移され、工程管理の見直しも進められたとどである。この新しい工程管理システム設計
のために、日本能率協会などの外部専問機関での学習もなされた。第2に、新しい生産体制のなかで、錯
綜する作業編成の改善の必要から、集成組立方式から分割組立方式への転換が遂げられたことである。こ
れとともに、治具の改良も進展した。これらの過程で、設計と現場の聞の情報交換や、現場作業者からの
情報集約がなされたことは、注目したい。
第3に、第 1、第2の試みを基礎にタクト・システムが導入されたが、その生産現場の描写や生産実績
をみると、比較的ゆるやかなピ、yチでイ乍業が進められていたとみられることである。第41士、タクト・シ
ステムの導入とともに、それと運動すべき部品管理のシステムの合理化もはかられたが、請負制や外注率
の高さ、必要部品量の膨大さと工作機械の不足な2の要因のために、所期の成果を上げ得なかったことで
ある。この問題を解決するために、ある構想、が提示されたが、それは活用されるこ左なく終戦を迎えるこ
ととなったのである。
ふたつの事例のなかで共通にみられた、資材など諸々の限界を打破するためのアイデアの創出を尊重す
る姿勢は、後述するアメリカ的生産管理システムの再学習の際に、それを吸収させる大きな受容能力の形
成基盤ともなったと考えられよう。すなわち、戦時期の限界的状況のなかでの学習は、生産管理に関係し
た人々の資質向上に寄与したという意味で、戦後への連続的側面となったとみることができる。
(2 )戦時下の能率運動
1930年代初めに金解禁問題を背景にスタートした産業合理化運動の推進組織である臨時産業合理局は、
岸信介の提唱もあって、ドイツのRKWをモデルとしており、その主たるねらいは産業界の組織化による
統制システムの構築にあった。重要産業統制法はその具体的政策のひとつで‘あった。そうしたなかで、生
産管理委員会とその実働組織の日本工業協会は、企業の生産性向上に資するための共通事項を検討する役
割を担って発足し、そとでは、鉄道省のエンジニアはじめ実際的経験の豊かな人々が中心となった。この
ととは、一方の日本能率連合会と際立つた相違を示すととどなり、ふたつの潮流そ明確にする要因にもな
った。
第二次大戦中、低物価生産増強問題を背景に、新たに発足したいわば新産業合理化運動においても、政
府の意図するところは、重要産業団体令にもとづく統制会や大日本産業報国会を業界の統制システムとし、
その一翼としての科学的管理法運動の推進の一元的役割を、この日本能率協会に求めたことである。この
場合も、岸信介や伍堂卓雄そして森川覚三といったドイツの事情に精通した人々が指導者となり、ドイツ
流の合理化運動を模範左し、しかも軍需産業を中心に f重点主義Jと「実行を主とするj方針で望むこと
となった。母体となったふたつの団体を、こうした方針への親和性という点から考える在、その活動の実
績からみても人脈からみても、日本工業協会のほうがH本能率連合会よりも優先きれた。
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1942年3月に両団体が統合されて新設された日本能率協会では、以上のことから、日本工業協会の活
動を継承・展開してゆくこととになる。日本能率協会では、専門の委員会・研究会を設けて、時局の緊急
課題について検討するともに、日本工業協会時代の実際的な指導を展開した(3)。
他方、期間 1ヶ月程度の長期工場診断も、日本工業協会時代に行われていた主要事業のひとつである。
とれは作業研究にもとづく生産性向上を目的としたものであり、この時期にもやはり鉄鋼・機械・航空機
工業の生産現場での指導が中心であったが、戦争の進展とともに航空機工業の比重がさらに高くなってい
った。これらのなかには、豊川海軍工廠のように、 25ミリ機関砲の 35倍増産という驚異的な成果をみた
ものもあった。また 1943年6月から、堀米技師や小野技師を中心に古河鉱業足尾銅山の製錬作業の指導
が始められた。これは岸信介名誉会長の直接の指示によって始められたという (4)。
この長期診断のほかに、指導期間半月以下の短期指導も併せて行われた。 1942年 10月31日から 11月
5日まで短期指導の対象となった新潟の島本鉄工所は、すでに玉業協会時代の 41年末から日本能率協会
のモデル工場として開放され、生産技術者の養成の実習にも利用された (5)。
この時期には、田中親良や小野常雄のほか、工業協会時代の生産技術者講習によって育成された福田勇、
花岡秀夫なども班長となり、診断班の数も増え、調査の対象や内容も多岐にわたった (6)。その生産技
術者の養成は、日本工業協会の中心事業のひとつであったものを継承したものであるが、この時期になる
と航空機関係の生産技術者の指導が圧倒的となった。これは、軍需省や陸海軍の当局が計画を立案したこ
とによる。この時期の特徴は、工業協会時代と異なり、 1回50名以上の急速大量養成形式となったこと
である。このため講習の質も低下せざるを得なかったという。
しかしながら、この制度によって延べ 300人の生産技術者が速成されたのであって、このことは、戦後
の生産復興過程あるいはアメリカ式管理手法の再学習の過程における日本の学習能力・意欲の土壌に寄与
することになったとみることができょう。このことは、戦後への連続的側面のひとつして注意しておくこ
とにしたい。
2. アメリカ式管理手法の再導入
(1)新しい管理手法の導入と新団体の発足
終戦直後の 1945(昭和 20)年 12月、工業標準化に関する普及事業を目的とする日本規格協会が設立され、
さらに翌46年5月には、日:本のQC運動推進の中心止なる日本科学技術連盟が創設きれた。両団体の前
史は戦時期までさかのぼるが、いずれも、戦後の新しい科学的管理推進の先駆的組織となった。
1949年 11月には、戦後の新たな「能率団体の総合機関としてjの全日本能率連盟が創設され、会長に
は上野陽ーが就任した。問連盟は、 「元・日本能率連合会の趣旨を継承して設立されたJとされているこ
とから、かつての日本能率連合会と同様に、民間組織と準公共的性格をもっ団体との連携組織として再発
足したといえよう。上野も「企能連にかつての日本能率連合会の再生をダブらせてみていたJ (7)とい
う評価もなされている。同連盟では、発足以来、毎年、全国主要都市で大会を開催し、講演や討議などに
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より情報交換をはかつていった。
全日本能率連盟が発足した頃から、新しい管理システム受容のための基盤が整備されるとともに、欧米
式管理手法の再導入が進められた。
日本規格協会に関連することとしては、GHQの勧告により、 1S 0 Onternational 0 rganization for 
Standardization、1947年設立)加盟各国との情報交換などをふまえて、 1949年7月、工業標準化法が施
行され、戦前の日本標準規格(JapaneseEngineering Standards， ]ES)から新たな日本工業規格
(]apanese Industrial Standards，]IS)への切り替えと新しい]1 Sの制定およびその普及の事業が開始
された (8)。
一方、日科技連の関係では、 1949年9月から 11月には東京、同年 11月から翌年1月には大阪で、 G
HQのCC S (Civil Communication Section)局員による指導のもと、 CCS経営講座が聞かれた。同
講座では、サラソン(HomerM. Sarasohn)とプロッツマン(CharlesW. Protzman)らによって、経営方針・
組織・統制・運営に関する講義が行われ、統制の講義の一部で品質管理(QualityControl、QC)が講義さ
れた。翌50年の夏には、日科技連の主催でデミング(W.EdwardsDeming)による 8日間の品質管理講鹿が
開講され、さらに翌年からはデミング賞実施賞の授与もはじめられた (9)ロ
この品質管理については、日本電気などで、戦後いちはやく導入に努めている。日本電気では、 1946
(昭和 21)年5月、 CCSの産業担当責任者のコームス (G.D. Combs)に率いられた関係官が同社の真
空管工場を視察し、統計的品質管理を早急に導入するよう勧告したことが契機となった(10)。その
頃、ウエスタン・エレクトリック社の品質管理技師であったマギール (W.S. Magi 1)もCCSに在職して
おり、日本電気では、かれの助言にしたがって、 QCの導入を始めることとなった。
ちなみに日本電気では、戦時中、玉川向製造所の海軍用の音響工場で、日本能率協会の小野常雄の指導
によって振動板加工の動作分析が進められ、加工時間を 1時聞から 8時聞に短縮するという結論を提示さ
れた。当時、音響工場長であった小林宏治は、 「理屈ばかりいう能率屋Jを好まなかったが、海軍の命令
で否応なしにやってみたところ、生産が格段に早くなるという実績をみていた (11)。この経験によって、
小林が生産合理化の科学的手法に対する信頼性を高めたと思われる。
ところで、CCS講座は、主にトップ経営者を対象とするものであったが、その他に、MT P (Management 
Training Program)やTW1 (Training Wi thin Industry)などの人材育成システムも導入された。 MTP
は、もともと米極東空軍(FarEast Air Force)で働く日本人監督者を対象に開発された監督者訓練法
(Supervisory Training， ST)をモデJレとした、チャートとシートを使用する会議形式の訓練方法であり、
1950年以降、通産省によって推奨された。またTWIは、 J1 (]ob Instructiop)， J M (]ob Methods)， 
J R (Job Relations)によって構成される、現場の職長を育成するための手法で、 1948年末以降、 GHQ
を通じて労働省に紹介され、普及がはかられた。
生産管理面では、上回武人によりWF (Work Factor)法が紹介されたほか、 MT M (Method Time 
Measurement)なども普及した。人事管理面では、人間関係論(HumanRelations)が紹介され、販売管理で
はマーケテイングの考え方が取り入れられ、事務管理では、ファイリング・システムの導入、さらにはP
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C S (Punched Card System)の普及へと展開した。こうした新しい手法の導入と普及のため、新しい団体
が設立され、その仕事の範囲も、戦時中の生産現場中心という状況から広がりをもっていった。
1940年代後半から、のちにみる日本生産性本部が設立された直後の 1950年代後半にかけて設立された
主な団体をあげると、社団法人中部産業連盟(1948年5月設立)、社団法人日本経営協会(1949年6月)、
学校法人産能大学(1950年3月)、社団法人公開経営指導協会(1952年8月)、社団法人企業経営協会
(1954年5月)、社団法人中小企業診断協会(1954年 10月)、社団法人日本経営士会(1955年1月、
社団法人化前の日本経営士会の設立は 1951年9月)、社団法人日本生産性本部(1955年3月)、社団法
人日本産業訓練協会(1955年 10月)、社団法人企業研究会(1956年3月)、社団法人セールス・プロモ
ーション・ピユーロー(1958年1月)、社団法人日本マネジメント・スクール (1959年8月)などであ
る。
3. 生産性向上運動の生成と展開
これまでみてきたように、戦後の 1940年代後半から 50年代前半にかけて、日本圏内で、新しい管理手
法の導入とその普及のための団体の設立や制度の整備が進められた。他方において、この時期、いわば国
際的な動きと連動するかたちで、大々的な国民運動としての生産性向上運動が形成される動きが進展して
いた。
(1)日本生産性本部の設立
各国の生産性運動機関が設立された第1段階の時期に、日本では、すでにみたように、 CCS講座での
QC手法の学習をはじめ、 MTPおよびTWIなどの方式を実施に移し、部分的ながらも、アメリカ的な
新しい管理手法の導入に努めていた。こうした戦後初期の生産性向上の努力と並行して、日本の通産省で
は、ヨーロッパとくに英米生産性評議会の活動に注目して調査を進めていた。 1951(昭和 26)年には、
その2年前に設置された産業合理化審議会の建議というかたちで、日本の生産性運動の中心機関の設立を
構想したが、具体化するにはし、たらなかった(12)。
生産性本部設置が具体化する最初のきっかけとなったのは、 1953(昭和 28)年 12月、アメリカ大使館
開発調達班長ワェズレー・ C・ハロノレドソンが経済同友会(1946年4月設立)首脳との会合で、アメリ
カは日本における生産性機開設置について積極的に援助する用意があることを表明したことである。当時、
経済同友会の常任幹事を務めていた郷司浩平は、同年夏のヨーロッパ視察で経済復興に果たした生産性運
動の意義について見聞を広めており、ハロノレドソンの申し入れの重要性を認め、同友会として実現に向け
て活動することを決定した。さらに翌54年、郷司は、経済団体連合会(1946年8月発足)、日本経営
者団体連盟(1947年5月設立)、日本商工会議所(1928年1月改称)など他の財界有力団体に呼びかけ
て、生産性向上推進機関の設置を決定、同年3月 19日、財界4団体による、すなわち経営者たちによる
日米生産性増強委員会を発足させた。同委員会では、数回の会合を重ね、同年6月 15には日本生産性協
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議会と改称した。
こうした動きとはいちおう別に、生産性センターの設置を検討していた通産省でも、同年8月に、同協
議会に対して、官民の協力による運動の推進を申し入れた。 9月には、アメリカのFOA産業技術援助課
長のジョン・ G ・ハーランが来日し、生産性協議会の郷司らのほか、通産省、外務省、労働省ら主要官庁
およびアメリカ大使館との聞で、円本のセンター設立の実現のための協議が開始された。その協議で、のハ
ーランの意図は、ヨーロッパにおけると同様、政府、経営者側、労働者側の3者構成によって日本の運動
をスタートさせるととにあった。協議は、ハーランの意図する方向で進展し、生産性協議会も生産性本部
設立の準備機関へと切り替えられた。同月、通産省でも、日本生産性木部の設立を省議決定、閣議でもこ
れを承認した。同月の通産大臣愛知挟ーの訪米折衝により、アメリカの対日生産性援助が、同年3月に成
立した日米相互防衛援助協定(いわゆるMSA協定)などにもとづく軍事援助ではないことが明確にされ、
同年4月7日に交わされた「生産性向上計画に関する日米両国政府の交換文書Jでは日米の技術控助協定
が取り決められた。
以上のように、アメリカのはらきかけ、財界の呼応、政府の支援、 3者の具体的協議という経過を経て、
1955 (昭和 30)年3月1日、生産性協議会を発展的に解消して日本生産性本部が設立されることとなっ
た。
ところで、アメリカサイドの資料にもとづく最近の研究によると、アメリカ当局では、各国の生産性本
部を、フランスに代表されるような政府の役割が大きいタイプと、オーストリアやメキシコに代表される
ような民間の代表によって形成された組織を政府が認可したケースの 2つに概ね類別されるという見方
をしていた(13)、どいう。メキシコの事情については明らかではないが、オーストリアについてみてみ
ると、オーストリアは、ドイツを範として戦前にオーストリア経済性協議会 (Osterreichischkuratorium
fur lVirtschftl ichkei t， OKW)を設立していた。1950年に、新たにオーストリア生産性本部 (Osterreich
Produkti. vi tat Zentrum， O P Z)そ設けたが、 OKWはじめ専門機関も発達していたので、その役割は限
定されていて、 OKWと分担しながら、アメリカ式生産技術の導入と労使聞の協力の場をつくることに努
めた (14)。戦後、新たにセンターが設立されたという点がドイツとは異なるが、いずれも政府からの自
律性といろ点、では共通しているといえよう。
H本生産性本部の設立の経過からみると、政府と財界の協力体制を基盤としており、フランスほど政府
の主導性を強調できないし、またドイツのRKWやオーストリアのOKWほどの強力な民間組織ともいい
ifh 、。したがって、日本生産性本部の場合、アメリカサイドの 2類型の見方の中聞に位置する第3のタイ
プといってよいのかもしれない。
(2 )海外視察団派遣
かくして発足した日本生産性本部が、アメリカの意向を反映して、当初から最も熱心に取り組んだ、のは
海外視察団の派遣であった。そこでその実績と成果についてみてみよう。
日本生産性本部が発足した 1955年から 10年後の65年までの 1年間の派遣視察回数と派遣人員数の
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推移を訪問先別ならびに派遣視察団の種別にみると、 1955年5月31日から同年8月1日までの鉄鋼業視
察団を皮切りに、アメリカの技術協力援助にもとづいて、アメリカ滞在費用などの費用支援が得られてい
た61年度までに、 393チー ム、 3，987名が派遣されている。その後、一部の例外を除き、経費自己負担と
なった翌62年から 4年間で 182チー ム、 2，220名の派遣実績であり、 11年間の合計で、 575チー ム、 6，207
名もの人員が派遣されたととになる(15) 0 
この推移のなかでの若干の変化をみると、 1958年頃からしだいに中小企業関係者の視察団や、各企業・
業界の労働組合の主要メンバーによって構成されるチームの派遣がふえている。中小企業関係視察団の増
加は、日本政府の指導という客体的条件もあったが、初期のこの種の視察団の団員所属企業の生産性向上
の実績という主体的要因が大きな刺激となったとも考えられる。たとえば、初年度の自動車部品工業視察
団はその代表例のひとつといえよう。この視察団は 56年の1月28日から 3月 10日までのほぼ1ヶ月半
にわたりアメリカの部品メーカーの技術や製造方式などを'11心に視察した。団員の所属企業は、矢崎電線
工業(電装品のワイヤーハーネス製造、のちの矢崎総業)をはじめ、日本電装、日本ピストンリング(動
弁機構部品などエンジン機能部品の大手)、日本特殊陶業(森村系でプラグ)、日本発条(パネ専業、世
界トップ)、プレス工業(いすず中心の自動車プレス部品最大手)、曙産業 (60年に曙プレーキ工業)、
大同メタル工業(軸受けメタノレのトップ)など当時の中小企業、のちに急成長を遂げて大手部品メーカー
となった企業などである(16)。これらの生産性と成長の実績が、中小企業視察団増加のひとつの要因と
なったといえよう。
他方、労働組合関係の視察団の増加は、受け入れ聞のアメリカの要望、すなわち労働側の運動への積極
的参加という国際的な生産性運動の主旨を反映したものである。 1961年度からは、当初、生産性向上運
動に批判的であった総評系組合からはじめて視察閉が派遣されて、その視察人員は間年度組合関係派遣者
総数 124名中の 50名にも及んでいる。
なお、視察団の種別を、企業・業界のトップによって構成されたトップ・マネジメント視察団、産業ご
との産業別視察団、専門分野別の視察団の3つに大別する区分けがある。この区分けにしたがってこの間
の推移を概観すると、 1957'"""59年度は、専門別チームが増加するが、その後、産業別チームが再び増加
する傾向がみられる。三れは、専門別チームの学んだ内容を産業別・業種別にその実情に即して深めよう
という要望が強まってきたからであるとみられている(17)0 ところが、 1960年度から 61年度にかけて、
技術専門の視察団の派遣が敬還されることとなった。これは、この時期までの日木の産業界の技術進歩、
設備近代化の驚異的な実績によるものであって、三れ以降、受け入れ国のアメリカやヨーロッパの各国の
要望に応じて、専門視察団の派遣は技術より経営管理に重点を置く編成の方針がとられることになってい
った。
(3 )長期海外研修生と専門家の招璃
なお海外視察団以外の学習ノレートとして、海外研修生の派遣や海外専門家の招鴨があった。海外研修生
の派遣は、生産性本部発足3年目の 1957年から 61年までの 5年間で、欧米合わせて 51件、 163名に及
んでおり、そのうち6割以上がアメリカに派遣されている。これらの人々は官庁や経済関係団体勤務の人、
?『?????， ? ?
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大学の先生、企業の実務家などであり、 3ヶ月から 1年の問、大学や工場ならびにオフィスでの実務訓練
を受けている。目的をみると、中小企業のコンサルタント養成のほか、一般ではとくに 1E (Industrial 
Engineering)やマーケティング関係の研修生が重要視されている(18)。
海外専門家の招璃については、企業のトップを対象としたトップ・マネジメント・セミナー、各問題別
のセミナーや講演会のための専門家の招璃のほかに、企業や工場の実地見学や指導を目的としたコンサル
タントとしての専門家の招聴があって、数のうえでは、これがもっとも多くなっている。問題別セミナー
ではとくに 1E関係が多く、 1Eの概念やアメリカの当時の現況について、アメリカから招いた専門家か
ら説明がなされた。またこの 1E関係のセミナーがひとつの刺激となって、圏内での現場の討議と相互の
活発な経験の交流を目的に、 57年3月より、三菱電機神戸製作所の科学的管理法の導入などで戦前から
実績のある加藤威夫を中心に、 1Eの圏内視察団が組織されて、国内の専門家・担当者の相互啓発がはか
られていった(19)。
4. 生産性向上運動の成果
(1)視察団派遣の成果
以上のように生産性本部では海外視察団の派遣を中心に、当時の先進的なマネジメント手法の導入に努
めた。以下では、海外視察団が全体としてどのような成果を収めたかについて、帰国後のアンケート調査
(20)の結果によって概要をみておくことにしよう。
①参考事項と報告活動
まず、視察によって参考になった事項についての調査で、は、回答件数 345件のうちもっとも多かったの
が生産管理に関する回答 100であり、第2位が労務管理の 77、第3位がマーケテイングの 52となってい
る。視察団の種別でみると、産業別視察団では総回答数 203のうち、生産管理の 72、専門別視察団では
総回答数 142のうちマーケティングの 32が、それぞれもっとも関心が高くなっている。企業の規模別に
みると、参加者の所属企業が従業員数 1，000名以上の大規模企業の回答数が 65パーセント以上を占めて
いることもあって、ここでの関心事項が全体の関心の傾向を決定するようなかたちで、生産管理、労務管
理、マーケティングの順となっている。
次に、視察経験の報告、 PR活動についてみると、回答者 196名のうち 188名が報告会のかたちで報告
を行っており、しかもそのうち 128名が6回以上の報告を実施している。また論文形式の報告は 143名、
建議のかたちが 179名といずれも多数であり、しかもいずれの形式においても、企業の内外でひろく PR
活動を実施していることが理解できる。
②視察経験の実践と成果
次に視察経験で、参考になったことの実践とその成果についてみてみよう。まず生産性向上のために何ら
かの専門的組織を設置したか否かの調査の結果をみると、 196名の回答者のうち 126名が専門的組織を設
置したと答えており、組織形態でみると委員会のかたちがもっとも多くなっている。また規模別にみると、
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大規模な企業ほど、専門的組織を設置する傾向が強いことがわかる。
さらに視察で参考にしたことをどの程度活用したのかという点について分野別に調査した結果では、活
用件数総数669件のうち、会計部門、生産部門、労務部門、マーケティングなど、広い分野で活用されて
いることがわかる。なかでも多いのが生産部門の 222件であり、そのなかでもとくに多いのは、やはり生
産管理、品質管理、運搬管理などである。また全般的に、視察経験の報告活動や専門組織の設置の調査と
同様に、大規模企業ほど、活用の実績が高い。活用の成果では、とくに生産性や生産設備、および経営理
念などの面で著しい成果がみられた、となっている。
以上のように、初期の海外視察団に限った調査ではあるが、相当の成果があったといえよう。この調査
結果が公表されたのは、 1958年 10月末のことであるが，この実績がその後の視察団派遣，研修生派遣な
どを刺激するととにもなったと思われる。
5. 戦前・戦後の連続性
以上のように展開され実績がみられた生産性向上運動であるが、最後に、戦前・戦時中の能率向上運動
との連続・非連続について若干の考察を加えることにしたい。まず注目すべきは、視察団メンバーや視察
団所属企業に蓄積された能力の問題である。この場合、戦前の運動の担い手という面での能力の蓄積と、
そうした運動にかかわらず蓄積された能力のふたつに分けて考えてみたい。まず前者の面について全視察
団のメンバーを個別的にみてみると、表-1にピックアップした人々は、戦前、戦時中の科学的管理法の
導入と普及の面で実績をもっていた人々である。これらの人々は、戦後直後の、復興期のアメリカ式管理
法の再導入にあたっても、さらにこの時期の生産性向上運動に際しでも、指導的な役割を担ったのである。
野田信夫
西野嘉一郎
小野常雄
根上耕一
森川党三
都崎雅之助
朝倉希一
桐淵勘蔵
村本福松
表-1 人材の連続面
(55年度第1次トップ・マネジメント視察団、生産性本部理事)
(55年度コスト・コントロール視察団、芝浦製作所専務取締役)
(55年度コスト・コントロール視察団、 57年度訪欧トップ・
マネジメント視察団、日本能率協会常務理事)
(56年度事務管理専門視察団、日本事務能率協会理事)
(57年度訪欧トップ・マネジメント視察団、日本能率協会副会長)
(57年度産業技術振興専門視察団、茨城大学工学部長)
(58年度工業経営専門視察団、神奈川大学教授)
(58年度工業経営専門視察団、千葉工業大学教授)
(58年度工業経営専門視察団、大阪府立大学教授)
新居崎邦宣 I (58年度第2次 1E専門視察団、日本能率協会常務理事)
(注) 職名は視察団員当時。
(出典)日本生産性本部『事業報告書』各年度所収「視察団団員名簿」。
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後者の而については、ととでは詳しく紹介できなかったが、鉄鋼業などの事例では、企業内に蓄積きれた
経験が、この時期のアメ Pカナイゼーションの批判的導入の土壌となった。いわば個人の能力を基礎に共
有・蓄積された組織的能力という面で相当に戦前・戦時中の遺産を継承していた、といえよう。
また、戦前・戦時中の科学的管理運動のオルガナイザーや推進機関の連続・非連続ということにも注意
しなければならない。 H本の場合、政府がつねにオルガナイザーとして関与し、いくつかの運動母体がで
きるが、新しい組織ができると、過去の運動母体は、それを補完する役割をもつか、あるいは別の新しい
役割をもって継続してゆく傾向にある。すなわち日本の運動は、主役の交替をともないながらも、全体的
に、従前より強固な運動のシステムとして、断続的に展開してゆく、という印象を受ける。すなわち、日
本の場合、戦前と同ーの組織が中心となったドイツや戦前の組織の影響下にあったオーストリアがかなり
自律的運動を展開した状況とも異なり、また、政府への他律性が色濃いフランスとも異なる、政府および
諸団体による相互補完的システムといえる臼この点lま、日本の科学的管理法普及運動および生産性向 t運
動を通じた歴史的傾向といえよう。
(注)
(1) 詳細は、佐々木聡「太平洋戦争期における『科学的管理』の一側面J (静岡県立大学経営情報学部
『経営と情報』第4巻第1号、 1992年)を参照されたい。
(2) 三菱重工名古屋航空機製作所については、土井守人「組立作業における前進作業に就てJ (日本能
率協会『日本能率』第2巻第9号、 1943年)、三菱重工業株式会社名古屋航空機製作所『名航工作部の
戦前戦後史ー私と航宜機生産(守屋学治)j] (同所、 1988年)、松岡久光『みつびし飛行機物語j] (ア
テネ出版、 1993年)などを参照されたい。
(3) 戦時中の日本能率協会の活動については、日本能率協会『十年間の足跡j] (1952年)、同『経営と
共に一日本能率協会日ンサノレテイング技術40年一j] (1982年)在参照されたい。
(4) 前抱『十年間の足跡』、 55貢および前掲『経営と共にj]37頁。なお小野技師の活動については、
「追悼小野常雄」編集委員会『追悼小野常雄経営革新一筋に挑んだ信念、の人j] (1997年)が詳し
し、。
(5) 前掲『十年間の足跡』、 54頁。
(6) 日本能率協会内部資料 rpS Dj] (E1-26) 17頁による。
(7) 斎藤毅憲『上野陽一一人と業績j] (産業能率大学、 1983年)131ペー ジ。
(8) 工業標準化法の制定過程および初期の標準化事業については、通産省編『通商産業政策史』第7巻
(1996年)251 ~277 ベージ(佐々木臆執筆分)を参照されたい。
(9) この時期のCCSやQC運動の概要については、原輝史編『科学的管理法の導入と展開ーその歴史
的国際比較一j] (昭和堂、 1990年) 265~273 頁を参照されたい。なおサラセンの日本の通信機メーカー
調査の所感は、ホーマー .M.サラセン「日本の製造工業を批判する一通信機製造工業6杜の調査結果に
対する若干の批評一J (日本経営者連盟『経営者j]1950年4月号所収)を参照されたい。また、戦後の
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通信機メーカーへの品質管理手法の導入については、和田寿博「通信機試験業務に対する統計的品質管理
法の導入(日本占領期)ーGHQの産業政策の展開とその意義一J (大阪市立大学経営研究会『経営研究』
第42巻第3号、 1991年)を参照されたい。
(10)ここでの日本電気の品質管理に関する叙述は、特に断りのない限り、『日本電気株式会社70年史』
(聞社、 1972年)263-265ベージによる。その詳細は、デミング賞委員会 W1952年度デミング賞実施賞
授賞会社の品質管理実施報告~ (1952年)19-42ページ、およびデミング賞委員会・日本科学技術連盟
W1952 年度デミング賞委員会並にデミング賞・デミング賞実施賞詮衡理由書~ (1952年)13-15ページ
を参照されたい。
(11) r追悼小野常雄J 編集委員会編『追悼小野常雄一経営革新一筋に挑んだ信念の人~ (1997年、非
売品)所収小林宏治「序文にかえてー小野さんとの出会いと思し、Jによる。
(12)ここでの日本生産性本部設立の経緯に関する叙述は、日本生産性本部編『生産性運動 10年の歩み』
(日本生産性本部、 1965年)23-35 ページ、同『生産性運動 30 年史~ (岡本部、 1965年)94-104ペー
ジ、通産省『通商産業政策史』第6巻 (1992年)384-397ベージ(沢井実氏執筆)などによる。
(13)寄永欣三郎「日本企業の経営管理の近代化ーアメリカの政府機関の活動を中心に一J(中央大学商
学研究会『商学論纂』第 36巻第3・4号、 1995年)、 94ペー ジ。
(1 4) 高木健次郎『西ヨーロッパにおける生産性向上運動~ (日本生産性本部、 1962年)40-41頁。
(1 5) 日本生産性本部『事業報告書~ 1955-65年度ロ
(1 6) 日本生産性本部『昭和 30 年度事業報告書~ 21頁。
(1 7) 日本生産性本部『昭和 35 年度事業報告書~ 1 -2頁。
(1 8) 日本生産性本部『事業報告書~ 1957-61年度。
(1 9) 日本生産性本部『事業報告書~ 1955~61 年度。
(20) 日本生産性本部『海外視察団はどのような成果を収めたか~ (岡本部、 1958年)。
【付記】本研究期間内に、明治大学社会科学研究所の出版助成によって、佐々木聡『科学的管理法の日本
的展開~ (有斐閣、 1998年 12月)を上梓することができた。ここで紹介できなかった詳細については、
同書もあわせて参照されたい。
(ささき さとし)
? ? ?????
